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は　じ　め　に

　憲法問題の絶え間だい生起を基盤とする，個別の憲法理論の研究の進行と共に，市民憲

法構造の体系的把握が要請されている。それは我々が，市民憲法を克服する憲法体系を展

望し得る歴史的段階に到達しているからである。

　そこで私はあらためて市民憲法の体系性（とその矛盾）を，市民革命から現代に至る変

遷の中でとらえようと考えている。その研究の出発点としてフランス革命期の憲法思想を

とりあげ乱この検討は市民憲法の体系的把握において特に意義深い。なぜ改ら，市民憲

法を創出した革命家達は，そもそもたぜ国家が必要なのかというととにまでさかのぽっ

て，憲法原理を説明するここを要求され，それに答えてきたからである。その数多くの革

命家の中から，急展開をとげる革命の過程におい・て場違いたほど体系的思考にすぐれてお

り，かつ一貫したブルジ目ワ・イデオローグであったシエイエスをとりあげてみたい。

　共和暦3年フリュクティドール5日（1795年8月22目）憲法の制定過程にあった国民公

会において，シニイエスはテルミドール2日と18日（7月20日と8月5日）に長い演説を

行なっている。この演説は，本来のブルジョワ的コースに戻った革命の段階で行なわれた

点，および代表制，権力分立，憲法制定権力に及ぶ彼の憲法思想体系が示されている点に

おいて，シエイエス研究上注目すべきものである。本稿においては，シエイエスの憲法思

想が自由一所有を中心とする一つの体系をなしていることを示したい。

1．経　　　過

　国内外の反革命の攻撃から革命を防衛するため，ブルジョワジーによって止むを得ず容

認された口ベスピエールの独裁は，革命戦争の一応の勝利によってその必要がたくなると

共に，民衆に対する妥協政策の矛盾が極限にまで達した時に，崩壊した（共和暦2年テル
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
ミドール9日先1794年7月27日）。r歴史は，一時わきへそれたが，そのコースに戻った」。

（1）A。ソブール，小場瀬卓三・渡辺淳訳『フランス革命』（下），岩波新書，1953年、ユ！9ぺ一ジ。
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革命政府体制の否定，立憲共和制樹立の作業が始まる。このテルミドール体制を支配した
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（乏）
のがいわゆる「テルミドール右派」であるが，ほとんど単独で行動していたシエイエス

も，政治勢力としてはここに属すと見てよいであろう。

　1794年12月3日ユ6人委員会が作られ，93年憲法実施のために組織法の制定を検討した

が，95年3月15日解散した。3月30日に7人委員会が，4月18日に11人委員会がその任務

を受け継いだが，作業は具体化したかった。

　この間進行していた経済的危機，特にパンの欠乏と値上がりに対して，3月末からパリ

の民衆蜂起が始まった。ジェルミナールとプレリアールの民衆蜂起は，パンと93年憲法の

実施を求めて闘われたが，軍隊の出動によって最終的に鎮圧された。民衆運動の敗北に続

いて，白色テロが横行し，王制的空気が復活し始める。この事態の進行の中でデルミドー

リアンにとって，93年憲法に示された民主主義を受け入れることもできたいが，また89年

以前の諸制度の復活を許すこともできたいことがますます明らかにたっていった。

　5月14日レビュブリグ・セクシオンは，r恐1布によって命ぜられ，恐怖の支配下に受け

入れられたローマ十大官の憲法」（93年憲法のこと一筆者）の破壊を宣言した。これを転
　　　　　（3）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
機にユ！人委員会は新憲法制定の作業にとりかかることになった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
　6月23日委員長のポワシー・ダングラが公会に憲法草案を提出した。その報告の中で，
　　　　　　　　　　　　　　　（6）
まず93年憲法がrアナーキーの組織化」であると弾劾される。市民が自由と財産を享受す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
るためには所有者による政治が必要とされ，民衆の政治参加が拒否される。立法は緩慢
　　　　　　　　　　　　　　　（8）　　　　　　　　　　　（9）
に，執行は迅速にのスローガンの下に権力分立が強調される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）
　6月29日から公会で憲法審議が始まった。審議がかたり進んだテルミドール2日（7月

20日），それまで沈黙を守っていたシエイエスが突然公会の演壇に立ち，委員会案を全面
　　　　　　　（11）
批判した。その演説の中で彼は，代表制の積極的意義を強調し，権力分立の原理として

（2）柴田三千雄『バブーフの陰謀』、岩波書店，1968年，63ぺ一ジ。

（3）委員会は共和主義者と君主主義者によって構成されていたと言われている（G．Le壬ebwe，

　　ム“τゐ〃榊肋。れ舳∫，Collections　Armand　Colin，1946，p．164）o

（4）11人委員会の作業開始に至る経過については，長谷川正安「テルミドール反動と95年憲法」

　　rブルジョワ革命の研究』，日本評論断杜，1954年，218－220ぺ一兆

（5）　Rあm力re∬主mゐ〃A椛。｛伽Mo〃北e〃，Plon　Frさros，t－XXV，p．90－1！5．

（6）　5ろ43．，　P．90．

（7）　圭ろ｛a．，　P．93．

（8）　｛ろタa．，　P．99，　100．

（9）共和暦3年の権力分立論の特徴については，麓口謹一「権力機構」『フランス革命の研究』、

　　岩波書店、1959年参照。

（1O）審議経過については，M．De昌1andres，〃吻加。o刎肋刎ゼmm〃直aeん〃mce　ae

　　エ789∂エ870，Lib蝸irie　Arm利口d　Colin．1932，t・1，p・3！3－343・
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r統一ある分割」divi富ion　avec　unit6を宣言し，憲法制定権力を行使させるために「憲

法陪審」ju・ie　COn昌titutiOnmireの設置を提案した。演説は不評で，提案は委員会へ送付

された。

　委員会においてシエイエスは委員の説得に失敗し，憲法陪審の部分を除いて案は否決さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）　　　　　　　（I3）
れた。そこでテルミドール18日（8月5日）公会で憲法陪審のみに関する提案を行たった。

その申で，憲法陪審に違憲審査，改憲の提案，自然法に基づく裁判の3つの権限を与える

構想を明らかにした。
　　　　　　　　　　　　　　　（14）
　11，12日の両日この点に関する討議が行なわれ，主として憲法陪審と権力分立原理の矛

盾が指摘され，結局，万場一致でシエイエス案は否決された。

　次に内容の検討に入ろう。

　　2、　自　　　由

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）
　「すべての公的組織の目的は個人の自由である」とするのが2つの演説の前提であ孔

シエイエスの憲法思想の体系性を検討するにあたっては，まずこのことを確認しておく必

要がある。したがって個々の制度の採用の可否も個人の自由によって決せられる。たとえ

ば代表制について見れば，r享受し得る自由と繁栄の最高点に我々を導くのは代表制であ
（16）

る」と言う。

　この自由とは何であろうか。広く自由と言えば，何よりもまず所有権を中心に構成され

ていると見てよいであろう。特にシエイエスの場合には，1789年の権利宣言草案の申で，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）
「所有権の行使において……少しも不安をいだかたくてもすむ保障を持つ者は自由である」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）
と自由を定義している。彼にとって自由とは所有権からその私的性格を抽出したものであ

る。

（11）　Mo加fmr，t．XXV，p．291－298．

（12）　4あ4∂．．　p．442－452、

（13）　テルミドール2目から18日の経過については，A．Neton，新eツe∫，Librairie　a㏄adるmique

　　Perrin　et　Cie，！901，p．258．

（14）　Mo加fmブ，t．XXV，p．475－495．

（！5）　4あ圭∂．，　p．295．

（16）　｛ろ｛a．，　p．292．

（17）　■4ブ。ゐ｛η色∫Pα〃εm直m圭α4τe5，Librairie　ad1］ユinistrative　de　Pau1Dupont，Ie「e　s6rie，t．

　VIH，p．258．

（18）なおツェイエスの所有権は物に対する所有と人の能力に対する所有の統一であることに注意

　する必要がある（V．Aτ・ゐ肋e5P〃たmπ物｛m5，t．VIII，P．256）。
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3．代　表　制

　（1〕私的秩序においてはすべてが代表制rep工6sentationであり，それが「社会生活の

本質」とたっているから，公的秩序においてもそれを採用すべきであるとシエイエスは言

う。この説明の仕方からここで言う代表制が私法上の代理でないことは明らかである。そ

れでは私的秩序における代表制とは何であろうか。

　社会的分業が代表制概念の基礎にあるのではたいであろうか。その点で以下の発言に注

目したい。rさてやはり現在と同じように非常に有害た一つの誤りが支配していた。その

誤りというのは，人民は自分自身で行使することができたい権力以外の権力は委任すべき

ではないということである。この原理と称せられるものは自由の保護のためであるとされ

ていた。それはたとえば，ボルドーへ手紙を出す必要のある市民に対して，自分で手紙を

運ぶことはできるのであるから，そうする権利を留保することを望み，その仕事を公の組

織の責任ある部局に委託したいたらば，その市民は自分のすべての自由を非常によく維持
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）
することにたるということを，証明したいと考えるようなものである。」

　社会的分業の下では，自給自足なら自分でやることを他人が代わってやってくれ糺自

分もまた他人の代わりに仕事をする。政治もこのような社会的分業の一つとなり，そこに

代表制が成立するとするわけである。

　バステイッドがこの演説におけるシエイエスの代表制を次のように分析しているのも同

じ趣旨であろう。rシエイエスにとって代表制という言葉は非常に広い意味があるので，

社会の運命にとって必要な種々の仕事に従事している人々が，互いに他人を代表しあって
　　　　　　　　　　（21）
いることは疑いを入れない。」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）　　　　　　（23）
　シエイエスは社会的分業を相当意識していた人間であるが，バステイッドによればシェ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）
イエスの分業礼賛はアダム・スミスの影響を受けたものである。

（ユ9）　Mm加三〃，t．XXV，P．292．

（20）州a．，

（21）　P，Bastid，硯e〃∫砒5岨φ舳∫6e，Librairie　H自。hette，p－353．

（22）そのことは，立法議会をいたかの産業，都会の産業，文化的産業の同数の代表者によって構

　成しようとしていたところ（M伽加〃，t・XXV，p．294，295）にも現われている。分業に関

　するシエイエスのその他の言及としては，“De1’es昌ai目u．1．s　p。三vi1εges”，◎砒’e∫エー。侶gm

　　i“i〃∫6枷？，A1．xand．e　Co．rea．d，1822，p．36（大岩誠訳「特権論」『第三階級とは

　何か』，岩波文庫，1950年，143ぺ一ジ）；ρ批’舳一。侶qm　je澁州6f刎？、p．59，60（大岩訳

　『第三階級とは何か』，23，24ぺ一ジ）。

（23）　Bastid，　oク．　c5f．，　p．3！2．

（24）スミスの分業論は作業場内分業によって有名であるが，それだけではない。

18



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　共和暦3年のシェイズ

　このように社会的分業を基礎に置いて彼の代表制を理解するとき，次のような注目すべ

き効果が生まれる。rこの代表制という言葉が想起させる法的行為に関して，代表者が存

在するだけで，被代表者が自分自身で意志決定をし行動したようにすべてが行なわれる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）
この点に関して，意志が被代表者から代表者に伝達されることは必要ではない。」この代

表制論においては，代表者の意志を拘束することが以上のように不要となるばかりではた
　　　　　　　　　　（26）
く，社会的分業の無権威性を基礎に分業による効率を生かすためには，代表者の意志を拘
　　　　　　　　　　　　　　　（27）
来してはならないという効果も生じる。

　（2〕次に代表制の構造を見てみよう。まず代表者の点から。

　r我々（公会議員一筆者）が］人一人代表者の権隈を獲得している，あるいは与えられ

ているというのは，誤りか全くの挨拶である。ここには一つの代表者すなわち公会という
　　　　　（28）
団体しか存在」しないと・言う。代表者は議会であって一人一人の議員ではたい。これは，

議員がそれぞれの選挙区から権限を与えられるという論理を排除している。

　それでは議会は誰から代表権を与えられるのであろうか。一つの社会に一つしか存在し
　　　　　　　　　　　　　　　（29）
ない政治的権力であるr結合の権力」からである。これは，その形成の主体・方法が原理

士示され得ない観念的なものである。

　したがって，この権力から権限が授与されたと憲法上規定されさえすれば，r人民のだ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（30）
めに政治的職務を執行する者はすべて一・その代表者」というごとにたる。議会は，自分

だけが代表者であるという優越的地位を主張する必然性を失う。同様に，第一次集会も選

挙人任命の職務を憲法上与えられているにすぎず，その職務が終わればすぐに解散しだけ
　　　　　　　　　　　　　（31）
れ…またらなし・とし・うこと～こもなる。

　次に代表制の構造を，それを構成する行為の点から見てみ机　r上向行為」1’aCtiOn

as㏄nd鉋nteとr下向行為」1’・ctiOn　d・昌・・nd・nt・から構成され，前者は代表者の任命行為

　　　　　　　　　　　　　（32）
であり，後者は立法と執行である。ここでも，上向行為を任命行為とすることによって，

下からの意志拘束の排除を確認している。

　シエイエスの言うところからすれば，上向行為は権力に到達し，下向行為はそこから出

発する。権力は行為の到達・出発点として独自の地位を占める。これは権力の人民からの

（25）　Ba昌tid，oヵ．c払，p－312。

（26）社会的分業の無権威性と作業場内分業の権威性については，K・マルクス「資本論」第1部

　第4篇第12章第4節，rマルクス・エンゲルス全集』23巻・，大月書店，460－471ぺ一ジ。

（27）　V－Bastid，op．cit。，p．353．

（28），（29），（30），Mo旭北mr，t．XXV，p．292。

（31）　iあi〃，　p．444。

（32）　4ろ5a．．　p．29L

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（鋤
独立を強調する論理となるのではたいであろうか。

　上向行為の出発点はr第］次集会における国民」とされ，下向行為の到達点は「法律の
　　　　　　　　　（34）
福祉を受け取る人民」とされている。制限選挙を前提としているので，出発点と到達点が

一致しない。

　以上の点からこの上向・下向行為諭は，下からの拘束を排除しつつ権力の統一を図ろう

とする構想と見ることができよう。

　（3〕シエイエスが人民主権について述べているところを見てみよう。

　「政治的結合がたされるとき，各個人が社会の中に持ち込むすべての権利，すなわち個

人の集合体全体のすべての力を共有にするわけでは決してたい。

　公的あるいは政治的権力の名の下に，可能た最小隈のものそして各人の権利と義務を維

持するのに必要なものだけを共有をする。力のこの部分は，主権と呼ばれるものに人が好

んで与えたおおげさた概念とは似ても似つかない。私が話しているのはまさに人民主権の
　　　　　　　　　　　　　　　（35）
ことであることに注意してほしい。」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）
　これは，ジャコバン独裁の経験をもとに，自然権と人民主権の非両立性を確認し，前者
　　　　　　　　　　　　　　　　　（37）
に従って後者を排除したものである。

　14〕代表制自体が公会における討議の対象にたることはたかったにもかかわらず，だぜ

シエイエスは代表制論を展開したのであろうか。第1に，人民主権的思考あるいは諭理構

成を完全に排除しようとした。代表制論者の中にも人民主権的思考が残っているという認

識がシエイエスに一はあったようである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38）
　第2に，政府を国民代表とし，それに法制審議院と同等の立法機能を認めるために必要

た理論的作業であった。

　第3に，テルミドール2日の演説の主たる論点である権力分立は，代表制の下でこそ間

（33）君主政下におけるシエイエスの上向・下向行為諭について，Cf．Ba冑tid，oク．c北、p．434．

（34）　Mo刑伽〃，t．XXV，p．291．

（35）　iろ；a．，　p．292．

（36）　ここで言う人民主権諭は．主権の主体を市民の全体としての人民とし，したがって全市民に

　　よる主権の行使を要請しその手段として人民投票や命令的委任め制度を要求する主権論を意

　　味している。抽象的観念的な国民を主権者とし，それが意志決定することはあり得たいので，

　　そのために国民代表を必要とするが，それと現実に存在する人民とは必然的な関係がないこと

　　を理由に，民衆の政治参加の拒否を可能とする国民主権論とは区別している（杉原泰雄『国民

　　主権の研究』，岩波書庫，1971年参照）。

（37）人間の不平等を維持・拡大する自然権と，市民の同質性を前提とする人民主権が両立しない

　　のは当然であるが．シエイエスがどの程度このような理論的認識に到達していたかは，必ずし

　　も明らかではない。

（38）　M’o腕加砒r，t．XXV，p．294．
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題サこたるということを明らかにしようとした。代表制によってできる限り多くの権限を代

表者に与えた方が自由が増大するが，」人の代表者にその権隈を集中すると自由が減少す
　　　（39）（40）
るからである。

　　4．権力分立

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（41）
　ω　シエイエスの権力分立論の特徴は，その目的が自由だけではたく，自由と秩序と2

っあることである。したがってその原理は，「専制政治を防止するために分割せよ。アナ
　　　　　　　　　　　　（42）
一キーを避けるために集中せよ」ということになる。この原理に則り，2つの型の権力分

立を区別し検討する。

　すたわち「均衡型」1e　systさme　de16quilibr・あるいは「平衡型」　ceIui　des　contre－

poids権力分立と「協力型」ceIui　du　concoursあるいは「有機的統一型」oe1ui　de　l’mit6

org且nis6e権力分立である。前者は同一の代理権を複数の団体に任せることによって，相

互に職務行使をけん刺させようとするものである。後者は異なる代理権を異なる団体に任

せることによって，相互に協力させようとするものである。前者はr統一次き公害珪」diVi一．

Sion　SanS　unit6を目ざしているように見えるが，それが本当たらば政治は停止してしま

うはずであるが，そうはならたいのは，実は「分割なき統一」unit6SanS　diViSiOnが行な

われているからであるとして，シエイエスは均衡型あるいは平衡型権力分立を排除する。

協力型あるいは有機的統一型の権力分立によって，r統一ある分割」d三ViSiOn　aVeC　unit6
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（43）
が実現されるとし，これを採用すべきであると主張する。

　（2〕協力型あるいは有機的統一型権力分立を建築の例をもって説明する。rここで我々

が闘っている論者達Pub1ici昌tesは，彼らの言葉使いの中で行為の統一runit6d’action

とiらあ合意王’acti㎝uniqueを混同している。我々は始めの方を望む。彼らは2番目の

ものを作る。建築中の家のまわりにいくつかの種類の労働者達がいるのを見よ。異たった

種類の職業，種々の性格を持った技術が活動しているが，すべては1つの目的のために協
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（44〕力している。iらみ合意は放いが，行為の統二がある。」（傍点は原文ではイタリック体）

　この建築の例における分業は，それぞれの労働者が完成した商品を作るわけではたい

（39）励a．

（40）完全な君主主権の下では、すべての権限が君主の名の下に集中するから、権力分立は問題に

　　たり得欣い。また純粋た人民主権の下でも。一般意志の表明者である立法権にすべてが従属す

　　るから、やはり権力分立を考えることはできたい。

（41）勿論．自由のための秩序である。

（42）　M伽加〃，t．XXV，p．292．

（43），　（44）　｛ろi∂．，　p．294，295．
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点，1つの目的のために適当た数の適当た種類の労働者が計画的に配置される点から，作

業場分業にあたると考えてよいであろ㍉だからこそ建築作業が，権威的た作業場内分業

の例として，秩序立った協力を内容とする協力型あるいは有機的統一型権力分立の説明と

なり得るのである。

　この型の権力分立論の上に，シエイエスは具体的には法律の提案機関として法制審議院
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（45）
tribumtと政府9ouvemementを，決定機関として立法議会16gi・latureを提案する。

　代表制論（国家と社会の関係）に招ける郵便の例と権力分立論（国家内部の関係）にお

ける建築の例を，社会的分業の無権威性と作業所内分業の権威性によって理解するとき，

シエイエスは国家を一つの企業と意識していたと考えることができ’るのではたいであろう
（46）

か。

　（3）立法機関は，提案を行なう法制審議院と，決定にあたる立法議会とからたる。提案
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（47）
機関と決定機関とからたる二院制の構想は，委員会案から受け継がれたものである。ジャ

コバン独裁に対する批判から，委員会は慎重な立法を求めて二院制を採用したのである

が，貴族的・特権的上院を作らたいために，両院は同じ選出方法，同じ任期にしたければ

ならなかった。そこで立法における無意味た二重手間を避けるために考え出されたのが，

この提案と決定の二院制であった。

　ごの考え方の上に立って，法制審議院と並んで政府を提案機関として付け加えるのは，

シニイエス独自の構想である。法制審議院は被治者の必要を代表し，政府は治者の必要を
　　　　　（4畠）
代表すると言う。これは，異なる機関に異なる権隈を与えるという，協力型あるいは有機

的統一型権力分立との諭理のつじつまを合わせようとしたものである。しかし実質的には

この両権限は区別できたい。立法議会を政府と法制審議院間の争いの解決者としたのはそ

のためであろう。

　実際上の機能を想定してみると，法制審議院の議員提出法案は，法制審議院と立法議会

の両院の審議・決定を経たければたらないのに対して，政府提出の法案は直接立法議会の

決定を受ければよい。法制審議院（議員ではたく）と政府のレヴェルで比べても，5人か

らなる政府は統一性や迅速性において法制審議院に対して優位に立つであろう。このよう

にシエイエスの構想の特徴は，立法において政府に実質的たイニシァティヴをとらせよう

（45）m”，P．294，295．

（46）ユ789年7月の人権宣言草案の中でツェイエスは，「能動的市民」は「偉大た社会的企業の真

　　の株主」であると言ったことがある（Arc尻あe∫〃mmm〃res，Ie「e　s6rie，t，VIII，p．

　259）。

（47）委員会案では，提案は五百人会議，決定は元老会議（Mo〃伽m・，t．XXV，p．98）。

（48）　Mm衛e〃，t．XXV，p．295．
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とした点にある。結局，シエイエスの権力分立論の目的は，ジャコバン独裁に対する行き

過ぎた反発を批判し，政府の権限強化を中心として秩序立った権力機構を作ることにあっ

たと見ることができよう。

51憲法陪審

　憲法陪審には違憲審査のための「破襲陪審」，憲法改政の「提案陪審」，自然法に基づく
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（49～
裁判を行なうr自然的公正陪審」の3つの権限が与えられているが，これらの権限は相互
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（50）
に関係がないように見える。実際にも公会の討議の中でこの点が批判されている。

　しかしこれらはすべてシエイエスにとっては憲法制定権力の行使である。彼は1789年の

r第三身分とは何か」の中で憲法制定権力と憲法によって制定された権力を区別し，前者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（51）
は後者によって拘束されたい超実定的なものとした。共和暦3年の演説においては，この

概念は革命の中でばかげたものにまでたっていたが，今はそれをうま．く使える時期にたつ
　　　　　　（52）
たと言っている。このうまく憲法制定権力を使う制度が憲法陪審であると言いたいのであ

る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（53）
　憲法陪審の違憲審査の権限は機関相互の紛争を解決するためのものと規定されている。

これは1789年には紛争の解決者としての国民に与えられていた憲法制定権力である。これ

は，突然召集される公会による新憲法の制定を否定するために，それに代わる措置として
　　　　　　（54）
考えられている。したがってこれは直接に憲法制定権力の問題ということができる。自然
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（55）
的公正陪審も，憲法を含む実定法を超えて自然法による裁判を想定するのであるから，憲

法制定権力の行使と見ることができる。このように憲法陪審は実定化された憲法制定権力

機関である。

　（2〕権力分立諭には，権力自体を分立させる理論と，権力の機能のみを分立させる理論

と2つの型がある。このことを前提にして第三身分論における憲法制定権力論は，前者の

意味の権力分立と国家権力の統一性の間の矛盾を解決するための論理であるとする解釈が
　（56）

ある。すたわち国家権力は憲法制定権力において統一し，分立させられるのは憲法によっ

（49）　iろ’3一，　p．294一

（50）たとえばベルリエの発言（M’om伽〃，t．XXV，p．479）。

（5王）Sieye昌，◎砒’ω広一“gm　Z‘他州6‘刎？，p．158et　s．（大岩訳，83ぺ一ジ以下。）．

（52）　Mo〃姥m，t．XXV，p，293，294。

（53）　4ろi3．，　p．444．

（54）　｛う｛3．，　p．489、

（55）棚∂。，P．449－451．

（56）芦部信喜「憲法制定権力」r日本国憲法体系』第1巻総論1，有斐閣，1961年，103ぺ一ジ，

　小林直樹r憲法の構成原理』え東京大学出版会，1961年，53，54ぺ一ジ．大隈義和「憲法制定権
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て制定された権力にすぎたいというわけである。

　しかしこの解釈には賛成できない。確かに憲法によって制定された諸権力pouvoirS

OOnStitu6Sと言っているカ㍉このこと自体は決してシエイエスによる権力分立の想定を意

味するものではない。なぜなら複数の権力機関の存在を想定したい国家を考えることはで

きたいからである。複数の権力機関が存在するということと，歴史的概念としての権力分

立は違う。たとえシエイエスが明言したくても，モンテスキューやロックを読んでいた彼

は，権力分立を想定していたはずだと仮定したとしても，少なくとも第三身分論には権力

分立論はたい。権力分立の積極的意義はどこにも述べられていたい。第三身分論の主題は

全体としての国家権力を「国民」のものにするこ5とであり，彼にとって権力を分けること

は問題にする必要がない。したがって権力分立と国家権力の統一性との間の矛盾の解決と

いう課題自体が設定されていない。故にその課題に答えるために憲法制定権力論を展開し

たと解釈する余地はない。

　ところで共和暦3年の演説の中では，確かに権力分立が真正面から取りあげられている

が，その権力分立論は機能のみを分立させる型のものである。1つの政治社会には1つの

結合の力一政治権力が存在し，複数存在しているのはその代理権にすぎたいとシエイエス

が言っているところから，そのことは明らかである。したがって国家権力の統一性と権力

分立の間の矛盾は回避されており，ここでも憲法制定権力論にその解決という意味を認め

る余地はたい。

　この演説に妬いては，実定化された憲法制定権力が権力分立の体系の中に位置づけられ

ている。すたわち憲法陪審は権力分立制の中で憲法制定権力を行使する代表者にすぎな

い。それは他の代表老の上に君臨する強力た代表者になってはたらたい。

　そのためには憲法制定権力内部においても権力分立を考えたければならない。すなわち

憲法陪審は他の機関と共に憲法制定権力の一部分を行使するにすぎたい。このようにして

違憲審査においても，憲法陪審は他から訴えがあったとき初めて審査を開始することがで
　　　　　　　　　　　　　　　（57）
き，自発的た活動は禁止されている。また憲法改正の手続においても，憲法陪審は提案す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛58）
るだけであって，それ自体が独立の憲法制定者にたってはたらたいとされている。自然的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（59）
公正陪審においても自発的た活動が禁止されている。

　（3〕この憲法制定権力論は人民主権の論理とは異質の論理を持・っている。

　第1に人民主権論においては，一般意志の表明である法律やその表明機関である立法機

　力諭の萌芽としてのジョン・ロッぞr国政二論』」（1）r九大法学』第22号・3ぺ一九

（57）第6条第1項（Mo旭加〃，t－XXV，p．451）。

（58）　Mo批伽〃，t．XXV，p．445一

（59）　第16条第2項（M’m売舳r，t．XXV，p．452）o
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関に優越するものは認められたいはずである。したがっ亡法律に対する違憲審査は考えら

れたい。また立法機関が憲法を改正できたいということはあり得たい。さらには一般意志

の表明者である法律を排除して，自然法に従って裁判することもできないはずである。

　第2に今では憲法制定権力も権力分立の中の1つの代表権とたっている。代表権である

以上，代表者にその行使を全面的に任せたければたらたい。人民は憲法制定権力を行使し

てはたらない。ボルドーへの手紙は郵便屋に任せるべきであって，自分で持って行くべき

ではたいのである。

　第3に憲法陪審の構成や手続にも反人民主権的性格があらわれている。憲法陪審の構成

員は，法制審議院と立法議員の前議員の中から，憲法陪審自身によって選ばれ（第3条），

その構成に現在の人民の意志を反映するルートは保障されていない。また違憲審査につい

て見ると，第一次集会や選挙人集会の行動は審査の対象にたるが，集会自身は提訴権を持

たたい（第6条）。下からの意志（制限選挙によって既に限られたものであるが）を保守

的な憲法陪審がチニックすることができるようになっている。憲法改正の手続について見

れば，提案のイニシアティブが憲法陪審に専属している（第11条第2項）。人民（ただし

能動的市昂の集合体）は受動的立場に置かれる。自然的公正陪審に薄いても，それへの上

訴は裁判官によってたされるのであって（第14条第2項），市民の意志が介入する余地は

たい。憲法陪審の非公開性（第5条）もその反人民的性格を示す。

　（41憲法陪審の構想は憲法制定権力の実定化を目的としている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（60）
　憲法制定権力の上に自然権を置く点では，1789年と共和暦3年の問でシエイエスの態度

に変化は見られない。しかしその憲法制定権力を1789年には超実定的なものとして，共和

暦3年には実定的なものとして構成している。自然権に敵対する実定法を持ち，その変革

を可能にする手続を何ら保障したい絶対王政に対しては，問題解決は革命によるしかたか

った。すなわち憲法制定権力は超実定的たものでたければならなかった。しかし共和暦3

年には実定法の中で自然権を実現しようとしていた。そのとき憲法制定権力を超実定的な

ものとして構成することは，自然権を否定する反革命，あるいは自然権を乗り超える民衆
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（61）
革命に思想的武羅を残すことになってしまう。したがって憲法制定権力諭の目的は同じ自

然権の実現であったが，革命の段階の違いからその異なる構成の仕方があらわれたと見る

ことができる。

（60）Sieye呂，Ω批・舳一。．me王。f〃s6C〃？，p．159（大岩訳，84ぺ一ジ）．

（61）超実定的憲法制定権力論は、民衆の政治参加を拒否する実定法を正当化する機能をも果し得

　　る。すなわち，民衆には憲法制定権力があることを理由に、実定法においては政治参加の手段

　を保障しなくてもよいとするわけであ乱しかしこのイデオロギーすら共和暦3年のシェイェ

　スには危険と感じられたのであろう。
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結　　　論

　今まで明らかになったところから，自由，代表制，権力分立，憲法制定権力相互の関係

をまとめてみよう。

　第1に，代表制，権力分立，憲法制定権力などのすべての国家制度の目的は，自然権と

しての自由（所有を中心とする）の実現である。

　第2に，代表制論には，自由の基礎（所有）の一方の側面である社会的分業の無権威が

反映している。

　第3に，権力分立論には，自由の基礎の他方の側面である作業場内分業の権威性が反映

している。

　第4に，権力分立は代表制の下でこそ必要にたる。

　第5に，自然権の実現のために，革命の段階の違いに応じて，憲法制定権力は超実定的

なものとして，あるいは実定的なものとして構成される。

　第6に，憲法制定権力と代表制が結びつくことによって，憲法制定権力の超実定的行使

の可能性は否定される。

　第7に，権力分立制の中に憲法制定権力を位置づけるために，憲法制定権力論の中でも

権力分立が考えられる。

　テルミドール2，18日の演説におけるシコニイエスの憲法思想は以上のようだ構造を持っ
　　（62～
ていたが，それは結局採用されたかった。それはたぜであろうか。

　委員会案を基にした審議が相当に進み，採用が実際上困難た時期にシエイエス案が提出
　　　（63）
されている。また演説が抽象的な原理で始まり，案自体がかたり複雑で理解しにくかった

ということもあろ5。

　しかしこのようた技術的理由以外に理論的た理由を検討するとすれば，まず政府の強化

の点を指摘せざるを得ない。委員会案は，ジャコバン独裁の打倒によって，憲法体制上の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（64）
問題は基本的に解決したと見ている一。したがって将来を比較的楽観している。それに対し

てシェィェスは，これから生じ得る困難を予想し，それを政府の強化によって乗り切ろう

としたのではたいであろうか。しかしこの構想は，デルミドーリアンには不必要た権力強

化と感じられ，むしろジャコバン独裁の恐怖を思い出させるものであったに違いない。公

（62）以上の結論を直ちに市民憲法について一般化するわけにはいかない。ツェイエスの思想の一

　　般性と特殊性を明らかにするためには，慎重な検討を要す乱

（63）提出が遅れた事膚については，Bastid，oφ．c〃．，p．16g，170．

（64）　Mo〃伽〃，t．XXV，p－114，115－
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会によるシエイエス案の否決の基礎には，このよう欣現状認識の違いがあったようであ

る。

　理論的た理由の第2は憲法陪審と権力分立の矛盾である。シェイコニスの意図はどうであ

れ憲法陪審の権限は大きい。公会の審議においてもこの点が批判されている。シエイエス

は政府を権力分立における実際上の権威の中心として強化したので，その反あるいは超憲

法的権限行使の可能性をチェックする機関として，憲法陪審を構想したければならたかっ
（65）

た。そうであるとすれば，政府の強化を内容とするテルミドール2日の案が可決された以

上，憲法陪審の反権力分立性がデルミドーリアンにとって一層強く意識されたとしても不

思議ではない。

（筆者の住所：東京都武蔵野市桜堤1－3－72－1）

（65）ルヴェは討議の中でこのことを指摘している（Mm伽〃，t．XXV，・p．479）。
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